
振動障害者の社会復帰を目的とする援護金制度

都道府県労働局・労働基準監督署

労災保険の被災労働者の皆さま

この制度の趣旨・目的

振動業務に従事したことにより振動障害にり患し、当該振動障害が治ゆ※した方について、

日常生活への復帰も含めた社会復帰をより一層促進させる観点から、就職準備金その他移

転等に要する費用として、振動障害者社会復帰援護金を支給します。
※労災保険では、傷病の症状が安定し、医学上一般に認められた医療を行っても、その医療効果が

期待できなくなった状態を「治ゆ」（症状固定）といいます。

対象者

療養期間が１年以上の振動障害者であって、振動障害が治ゆした方（申請時点で治ゆ後１年

以内である場合に限る）に支給します。

ただし、過去の制度に基づく振動障害者社会復帰特別援護金の支給を受けた方や、雇用保険

法等に基づく類似の手当等を受給できる方は除きます。

支給額

労働者災害補償保険法第８条による給付基礎日額※を、治ゆとなった日の年齢によって規定
された日数に乗じた額を支給します。なお、いずれの場合も300万円が上限額となります。

※基本的に、労働災害によって負傷した日または診断によって疾病の発生が確定した日から起算し
て、被災前の直前の賃金締切日から３か月間に支払われた賃金の総額を、３か月の暦日数で割った
もの

申請方法

振動障害者社会復帰援護金の支給を希望する場合は、「振動障害者社会復帰援護金申請
書」（社援様式第１号）を添えて、療養（補償）等給付の支給決定を行った労働基準監督
署を経由して都道府県労働局長（以下「労働局長」）あてに申請してください。申請の結
果は、労働局長から「振動障害者社会復帰援護金支給・不支給決定通知書（社援様式第２
号）」により申請者に通知します。
なお、申請は、振動障害が治ゆした日から１年以内に行う必要がありますので、ご注意く
ださい。

・ 65歳以上の方には、給付基礎日額の120日分
・ 65歳未満の方には、給付基礎日額の200日分

■このリーフレットに関するお問い合わせは、お近くの労働局・労働基準監督署へ
https://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/index.html

■このリーフレットは、以下のウェブサイトに掲載しています

https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/rousai/040325-5.html
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